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抄　　録

　本研究の目的は，看護学士課程修了前���名の看護実践能力実態と卒後�～�年目看護師��名の縦断
的な看護実践能力の推移を明らかにするとともに今後の教育課題を提示することである．調査内容は，
看護学士課程卒業前における経験到達目標��項目からなる質問紙に独自の�項目を追加した��項目を
用いた．
　�年間の看護基礎教育課程修了時の看護実践能力は，���）ヒューマンケアの基本姿勢はほぼ良好で，�
��）看護の計画的展開では比較的到達が良好だが，アセスメントや確実な技術の実施が低かった．���）健
康問題別の展開能力では，生命の危機的状態と終末期支援の未経験率が高く，到達度も低かった．�
��）チームケア体制整備能力，���）自己研鑽能力では，項目毎の差が大きかった．
　卒後�～�年では，���）は�年目から到達度が良好で，���）では，看護過程の展開（�＝����），基本技
術の実施（�＝����）が�～�年目に有意に上昇した．���）においても，治療回復期（�＝����）と終末期
支援（�＝����）が飛躍的に向上，慢性疾患・生命の危機的状態にある人の支援では伸びに有意差を認
めなかった．���）研鑽能力には，目立った変化がなかった．
　以上から，卒業前には，看護の基本的姿勢と看護実践能力，並びに基本的な援助技術教育が，難易度
の高い終末期や生命の危機的状態にある人の支援については，卒後�年以降も継続した教育が必要であ
ることが示唆された．

キーワード：看護学士課程，看護実践能力，卒後�～�年，経験到達目標，教育課題．



 は じ め に

　看護実践能力の向上は�看護基礎教育課程か
ら新人看護師�中堅・熟練看護師に至るまで専
門職としての使命である�昨今の医療現場で
は�医療の高度化・在院日数の短縮化に伴い高
密度の治療が行われ�看護師にはますます高度
で正確な知識�安全安楽な技術�多様な価値観
をもつ患者の理解が求められている�
　このような医療現場からの要請の一方で�新
人看護師のリアリティショックや離職の問題
は�看護基礎教育のカリキュラムや教育方法に
大きな変革の必要性を提議している�����年
以降�看護学教育の在り方�教育内容と方法に
関する多数の検討会�‐�）�において再三審議が重
ねられてきたが�����年�月の最終報告書では
卒業前の経験到達目標が�従来の核となる要素
を融合した指針に定まった�いずれにせよ�看
護系大学の看護基礎教育においては教育内容や
方法の見直し�従来にも増して看護職員として
の「能力」すなわち看護実践能力を育成する教

育への転換が求められている�
　�大学では��年前から開始した卒業時～卒
後の看護実践能力の経験到達状況調査を通し
て�教育課程の見直しと学習内容の検討を重ね
てきた�まず�初年度の調査結果から在校生の
看護実践能力の実態を把握し�実践の最も基盤
となる個人情報の取り扱いや人権尊重などの到
達状況が高く�対象への侵襲を伴う援助技術の
習得は困難であること�課題解決に向けた情報
収集や技術の意義・方法の説明能力は概ね備
わっているが問題解決能力は低いこと�実習の
�割は特定機能病院入院中の対象者であるた
め�危機的状況や終末期にある患者への援助を
行う機会が少ない等の課題を明らかにした�）�
これらの状況をふまえて�平成��年度から看護
学科全領域の教員で構成する看護実践能力育成
プロジェクトを始動した�この経過の中で�学
士課程全体を視野にいれた講義・演習・実習内
容に関する調査�看護実践能力の向上及びカリ
キュラム改正に向けた見直しを行い�平成��年
度には経験の乏しい技術（与薬）の客観的臨床
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能力試験（����）を試行�平成��年度からは
新たに「統合と実践Ⅰ」の科目設置�����プ
ログラムによる看護実践能力評価を導入�平成
��年度には�領域別実習における学習効果を高
めるための実習前オリエンテーションの充実等
への配慮を行ってきた�併せて�平成��年度か
らは附属病院看護部との協働による循環型教育
システムによる看護師育成プランがスタート
し�学士課程�年次学生から卒後�年目までの
一人前看護師育成プランを展開している�）�
　卒後�～�年目の卒業生に対しては�看護実
践能力向上の卒後の経過を把握する目的で実践
能力経験到達状況調査を平成��年�月から毎年
実施している�この横断調査結果によると�卒
後�年の看護実践能力は卒業時に比べて一旦低
下するが�その理由は�学生時代には気づかな
かった未熟な技術と知識の不足を臨床の場で認
知するためと推測され�その後再び�年目にか
けて徐々に向上することを確認している�）�中
山らの横断調査�）�によると�新人看護師の看護
実践能力は�「看護の基本的責務」や「倫理的実
践」�「リスクマネジメント」は卒後�年目で一
定レベルに到達し卒後の著しい伸びはないが�
「看護の計画的な展開」や「臨床判断力」など実
践カテゴリー毎でみると卒後�～�年目で急激
に向上する能力�「援助的人間関係」や「看護の

質の改善」など緩やかに変化する能力など到達
には順序や時期がある�
　本報の目的は��大学�学年の学士課程卒業
時�年間の看護実践能力経験到達状況を明示す
るとともに卒後一人前の看護師になる過程（卒
後�年～�年）の看護実践能力の変化の特徴を
縦断的に分析し�能力向上のための看護基礎教
育�看護職員研修等の課題を提示することであ
る�

 方 法

　本報は�領域別実習終了後の�年生（�～�期
生）を対象とした「卒業時の看護実践能力経験
到達状況調査（調査�）」と卒業生（���期生）
への「卒後の看護実践能力向上の推移に関する
調査（調査�）」からなる�調査���の位置づ
けは図�のとおりである�
　まず�調査�の対象者は��大学�年生（経
験にばらつきがある編入生除く）���名であり�
調査の趣旨と質問紙調査への協力を依頼した後
手渡し�回収箱に投函する形で回収した�
　調査�は�郵送法による調査で�大学卒業生
���名中（���期生）�卒後�～�年目までの調
査にすべて回答し連結可能匿名化によってマッ
チングできた��名のうち看護師として就業す
る��名である�
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図　�　　�大学における看護実践能力向上のための取り組み経過



　調査内容は�（�）属性：性別�年齢�（�）看護
実践能力の経験到達状況：看護実践能力の育成
の充実に向けた大学卒業時の到達目標（����）�）

は�五つの特質と��の大項目�これらがさらに
��の細項目から構成される�各特質の構成は�
���）ヒューマンケアの基本に関する実践能力
�項目（以下�ヒューマンケアの基本能力）�
���）看護の計画的展開能力��項目（以下�看護
の計画的展開）����）特定の健康問題を持つ人
への実践能力��項目（以下�健康問題別実践能
力）����）ケア環境とチーム体制整備能力��項
目（以下�チーム体制整備能力）����）実践の中
で研鑽する基本能力�項目（以下�研鑽能力）
である�本調査では�大学が独自に�項目追加
した��項目を用いた�これらの自己評価を�段
階（単独で実施できる�点�指導者の指導を受
け実施できる�点�指導を受け部分的に実施で
きる�点�実施できない�点）と「経験する機
会なし」で回答を求め�経験する機会なしを分
析から除き�得点が高いほど経験到達状況並び
に実践能力が高いと設定した�但し�調査�の
調査項目については�就業先とその規模を追加
し�臨床現場で未経験の項目を考慮して除いた
��項目：���）ヒューマンケアの基本能力�項
目����）看護の計画的展開��項目����）健康
問題別実践能力��項目����）研鑽能力�項目を
用いた�調査期間は�平成��年��月～平成��
年�月である�
　分析は�調査�では�学年の到達度に差がな
いため�卒業時の到達状況として総合し看護実
践能力��項目の平均値と標準偏差を算出した�
　卒後�～�年については�項目毎に平均値を
算出し�縦断的変化の推移を分散分析�下位検
定には����������法を用いて確認し�次いで対
象者数が少ないため大項目ごとに統合して多変
量検定（反復測定法）を行った�統計解析には
�������������	
�	�
を使用した�
　倫理的配慮として�事前に倫理審査委員会に
て承認を得�調査表に協力は自由意志�プライ
バシーの厳守�同意しなくても不利益を被らな
い等を明記し�同意の署名を得た�また�経年
的な変化を観察・評価するために同意書に氏名

と誕生月日の記述を求め�連結可能な��番号
を付加�調査票に��番号の転記を行う連結可
能匿名化を行った�

 結 果

������卒業時の看護実践能力経験到達状況調査
（表�）
　�学年���名のうち有効回答のあった���名
（有効回答率����％�男性�名�女性���名�平
均����歳）を分析対象とした�
　五つの特質毎にみた経験到達状況は����）
ヒューマンケアの基本能力は���±���～���±
���点に分布し�項目毎にばらつきを認めるが
すべて���点以上であった����）看護の計画的
展開は���±���点～���±���点���項目中�看
護過程の展開や看護の基本技術に関しては���
～���点と比較的到達度が高く�逆に低い項目
は「�����問題解決のための看護方法・相談・
教育を実施する」�「�����フィジカルアセスメ
ント」�「�����各基本技術を確実に実施する」
などであった����）健康問題別実践能力では�
���±���～���±���点であり�「�����治療回復
過程にある人の日常生活援助」や「�����高齢
期にある人の生活支援」などの日常生活援助は
���点以上「指導者の助言を受けて実施できる」
レベルであるが�同様の到達度は��項目中��
項目に止まり�領域別実習終了時点でも「未経
験」が半数以上を占める項目が�項目であった�
未経験と到達が低い項目は共通して「�����生
命の危機状態の判断と救命処置」�「�����事故
の特性に応じた救急処置・援助」等であり�
「�����～��終末期患者への支援」も全項目���
±���～���±���点と低かった����）チーム体制
整備能力は����±���点～���±���点とこれら
も項目毎の差が大きかった����）研鑽能力は�
���±���点～���±���点�最も到達の高い項目
は「�����看護実践における課題や疑問の解決
に向けた文献・情報を収集する」�到達度が低い
のは「�����社会の変革の方向を理解した看護
学の発展を追求する」であった�
　全��項目のうち�「指導者の助言を受けて実
施できる」���点以上は���項目（����％）で

��� 小　松　光　代　ほか
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表�　卒業時と卒後�～�年目の看護実践能力経験到達状況



あった�
　�　����期生の卒後�～�年の看護実践能力向
上の推移に関する調査
　対象者��名の平均年齢は����±���歳�勤務先
の病院は�大学病院����％�国公立病院����％�
その他����％であった�
　卒後の項目毎の縦断的な看護実践能力の推移
を表�に示す�
　���）ヒューマンケアの基本能力は�卒後�年
目（以下��年目）に���±���～���±���点�卒
後�年目（以下��年目）���±���～���±���点�
卒後�年目（以下��年目）���±���～���±���
点と目立った変化がなく�最も実践能力の高い
「����個人情報の取り扱い」は�～�年目に共通
していた����）看護の計画的展開では�看護計
画立案・実施・評価全体では�項目毎に�年目
の���±���～���±���点が�年目���±���～���
±���点に上昇�����～��の看護過程の展開を
統合すると����±����～����±����点へと�～�
年目にかけて有意に向上した（�値＝�������
＝����）（図�）�最も到達レベルが高い項目は�
経験年数による違いがなく「�����事実に即し
た記録の作成」であった�基本技術の的確な実

施においても項目毎では�年目���±���～���±
���点が�年目���±���～���±���点となり�����
��～��の基本技術を統合すると����±����～
����±����点へと�～�年目に有意に向上（�値
＝�������＝����）��～�年目には目立った変
化がないことを確認した（図�）����）健康問題
別実践能力では�治療・回復過程の項目毎では�
�年目���±���～���±���点が�年目���±���～
���±���点へ������～��治療・回復過程の看
護を統合すると����±����～����±����点へと
飛躍的に上昇（�値＝�������＝����）（図�）�
さらに終末期支援の項目別では�年目の���±
���～���±���点から�年目���±���～���±���
点へと高まり������～��終末期支援をトータ
ルにみると����±����～����±����点へと有意
な変化を認めた（�値＝�������＝����）（図�）�
但し�慢性疾患と危機的状況への支援には�～
�年目の実践能力の伸びに有意差が認められな
かった����）研鑽能力は�年目���±���～���±
���点��年目���±���～���±���点��年目���
±���～���±���点と横ばいで�最も実践能力が
高い項目「�����看護実践の課題や疑問解決に
向けた文献・情報収集」並びに最も低い項目
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「�����社会の変革方向を理解した看護学発展
の追求」は経験年数によらず同様であった�
　�大学の看護学士課程を卒業した看護師は�
�～�年目に看護過程の展開や基本技術�健康問
題別実践能力の一部が飛躍的に伸び��～�年
目の実践能力にはあまり変化がないことを確認

した�
　�年目の「指導を受けて実施できる」���点以
上に満たない項目は��項目中��項目�これら
は「�����慢性的疾患を持つ人への家族支援」�
「�����慢性的疾患を持つ人療養生活に関わる
資源の活用支援」�「�����生命の危機的状況に
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図　�　　卒業時～卒後�年の看護過程展開能力の推移

図�　　卒業時～卒後�年の看護の基本技術の推移

図　�　　卒業時～卒後�年の治療・回復期看護の推移



ある人への支援」～「����危機的状況にある人
の家族を支援」�「�����遺族の支援」など比較的
個別性が高く�知識のみならず状況にあわせた
判断が要求される項目であった�

 考 察

�����大学学士課程卒業時の看護実践能力の特
徴と教育課題
　看護師が国家資格をもち臨床において看護を
提供する以上�新人職員�卒後�年目とはいえ�
一定の能力が要求される�
　しかし現状では�看護系大学卒業生の就職直
後には�看護実践を支える技術学習項目���項
目のうち���％以上の新人看護職員が「実施出来
る」と回答した技術項目はわずか��項目（����％）
に止まった�）�
　�大学では�卒業時の看護実践能力到達状況
のうち�「指導を受けて実施できる」���点以上
が全体の����％�ヒューマンケアの基本能力や
看護過程の展開�日常生活援助技術などは経験
到達状況が比較的高く�卒業までに未経験が�
割以上を占める救急救命や終末期支援等�項目
の到達度の低さについては先述したとおりであ
る�これらの到達状況の低さは�先行研究�）��）�
と共通しており�生命の危機的状態に直結し�
臨床での様々な制約により実習中の経験が困難
な項目であった�この点を考慮しつつ�基本的
に身につけるべき内容をどのように学内で習得

させるのかカリキュラム構成や教育方法の工夫
などが喫緊の課題であることを再認識した�
　����年以降�全国的に看護系大学の看護基礎
教育課程における実践能力向上に向けた取り組
みが盛んで内容も多様である�先行研究では�
領域別実習前の模擬患者を導入した技術演習��）�
卒業前総合技術演習��）��）�複数患者受け持ち�多
重課題演習��）�一年次から卒業までの系統的な
教育体系の確立��）�客観的臨床能力試験の導入��）�
コンピュータを用いた自己学習システムの環境
整備等が行われている�
　�大学においては�平成��年度客観的臨床能
力試験の試行���年度より到達度の低い技術項
目について�学生が主体的に学ぶことを支援す
るために�選択科目「統合と実践Ⅰ」を設置し
た�本科目では�ポートフォリオを活用し学生
自己のイメージや目標を意識化し�自身の問題
や課題の気づきを促進するとともに�グループ
ワークとリフレクションシートを用いた振り返
りを行う演習や臨床指導看護師のロールモデル
を組み入れたシミュレーション学習を取り入れ
た�また�授業評価方法として客観的臨床能力
試験（����）を位置づけ�多重課題への対応
や到達度の低い項目の改善など一定の成果を確
認している��大学の����の特徴は�附属病
院の指導看護師が教員とともに評価者として学
生へのフィードバックを行うこと�自己の振り
返りを最終講義に設けているところである�本
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図　�　　卒業時～卒後�年の終末期支援の推移



授業の組み立ては�看護部と協働で展開中の循
環型システムによる看護師育成プランの一部と
して位置づけられている�）�赤松は�看護実践
能力の自己評価が�就業先の指導者評価と異な
る場合がある��）�と指摘しているが�この点に関
して��大学の取り組みでは�臨床指導看護師
（看護師長）による評価がギャップの緩和に有効
であると考えられる�このような�大学の特性
を最大限に生かしつつ�����が卒業時の看護
実践能力の質を担保し�実践能力評価に有効で
あることの検証が今後の課題である�今後も引
き続き卒後の実践能力向上につながる教育内
容・方法の成果を提示し�「能力」を高める教育
を継続していきたい�
����卒後�～�年の看護実践能力向上の推移の
特徴と看護職員教育の課題
　新人看護職員の離職や看護実践能力の未熟さ
への対策から新人看護職員研修制度の努力義務
化�研修ガイドライン策定から�年が経過した�
本ガイドラインは�基礎教育と臨床現場をつな
ぐツールとも言われ��）�先進的な研修実施病院
では研修内容の充実�離職率の低下等の成果を
あげている��）�
　卒後�～�年並びに卒後�人前になるまでの
看護実践能力の向上に関するいくつかの先行研
究�）��）��）�では�救急救命処置等のクリティカルケ
ア能力の習得には一定年月以上を要すること�
概ね卒業から半年後��年後��年後までは実践
能力が順調に伸びるが��年目以降の実践能力
調査は極めて少なく�教育に関する報告もわず
かである��）�入職から卒後�年目の実践能力縦
断調査によると�看護の「姿勢・態度」は卒後
�年で習得可能�身体侵襲のある技術や瞬時の
判断を伴う呼吸循環�救命救急�与薬等の「看
護技術」�その場の状況に応じた「判断力・行動
力・調整力」の到達度が低く�教育は卒後�年
をかけて行う必要性が報告��）�されている�卒後
�年目の学習ニードに関しては��年目指導担当
の支援が安心感につながり��年目看護師の主
体性獲得に向けた教育計画が有効とされる��）�
　�大学卒業生の場合�縦断的に把握できた対
象者数が少なく一般化には限界があるが�卒後

�年～�年で急激に向上する領域と�年目にお
いても能力が発達途上にある項目を�割強確認
した�これらの項目は先行研究と共通してお
り�順次獲得する技術に関しては�段階的に難
易度レベルを上げる到達目標の設定と教育計画
への配慮が必要である�また��年目からプリ
セプターの手を離れて一人立ちではなく�相談
しやすい特定の支援者がフォローする教育体制
の整備も実践能力向上に寄与できるのではない
かと思われた�
　卒業時～�年目の自己研鑽能力は�最も高い
�����と最も低い�����が共通していた�卒業
前には専門職としての情報収集能力�キャリア
アップのための十分なレディネスが備わってい
ることを評価するとともに������の到達には
年月を要し�明確なゴール設定がなくキャリア
に伴って発展し続ける能力であることを確認で
きた�

 結 論

　看護学士課程卒業時���名と卒後�～�年目
の看護師��名の看護実践能力の実態を一部縦
断的に明らかにし�教育内容や方法の工夫・教
育課題を検討することを目的に質問紙調査を実
施した�
　卒業時には�看護の基本的姿勢や看護過程の
展開能力の到達度は比較的高いが�生命の危機
に直結する技術項目や終末期支援など実習で経
験できない項目の到達度が低く�これらを補う
教育の方法や工夫が必要であった�
　卒後看護師の看護実践能力は�卒後�～�年
目で急激に向上する領域と身体への侵襲や個別
性が高く�判断力や調整力を要するため緩やか
に発達する項目があることが明らかとなった�
　以上から�看護基礎教育においては�看護過
程展開に必要な思考プロセスと基本的な実践力
の育成�臨床では新人看護職員のみならず卒後
�年目以降も身体侵襲の高い技術�個別性の配
慮や調整が必要な技術などの教育を継続する必
要性が示唆された�
　本報告の限界として�対象者が�大学卒業時
の学生に限定されていること�卒後対象者の少
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なさから一般化はできないが�今後の学士課程
卒業前の看護実践能力を高める教育の方策や卒
後一人前看護職員になるまでの教育課題の明確
化において�その方向づけはできたのではない
かと考えている�
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